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Ⅰ. 経済環境
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１．月例経済報告（2024年４月）

4
資料：内閣府「月例経済報告」

「景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復している。」

（下線部は前月から変更された部分）

2024年４月23日公表

３月月例 ４月月例

基調判断

景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復している。
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の
効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世
界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海
外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなってい
る。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変
動等の影響に十分注意する必要がある。さらに、令和６年能登半
島地震の経済に与える影響に十分留意する必要がある。

景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復している。
先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の
効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世
界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海
外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなってい
る。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変
動等の影響に十分注意する必要がある。さらに、令和６年能登半
島地震の経済に与える影響に十分留意する必要がある。

個人消費 持ち直しに足踏みがみられる 持ち直しに足踏みがみられる

設備投資 持ち直しの動きがみられる 持ち直しの動きがみられる

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる

輸出 持ち直しの動きに足踏みがみられる 持ち直しの動きに足踏みがみられる

生産
持ち直しに向かっていたものの、一部自動車メーカーの生産・出
荷停止の影響により、このところ生産活動が低下している

持ち直しに向かっていたものの、一部自動車メーカーの生産・出
荷停止の影響により、このところ生産活動が低下している

企業収益 総じてみれば改善している 総じてみれば改善している

業況判断 改善している
改善している。ただし、製造業の一部では、一部自動車メーカーの
生産・出荷停止による影響がみられる

倒産件数 増加がみられる 増加がみられる

雇用情勢 改善の動きがみられる 改善の動きがみられる

消費者物価 緩やかに上昇している 緩やかに上昇している
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２．賃金（2024年３月）

5
資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（速報）

・2024年３月の名目賃金：前年同月比＋0.6％ （27か月連続前年同月比プラス）
・2024年３月の実質賃金：前年同月比▲2.5％ （24か月連続前年同月比マイナス）

2024年５月９日公表
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（注）実質賃金は、名目賃金指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出している。
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３．消費者物価指数（2024年３月）

資料：総務省「全国消費者物価指数」

6

・2024年３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く指数、コアCPI）：106.8（前年同月比＋2.6％）

・2024年３月の消費者物価指数（生鮮食品及びエネルギーを除く指数、コアコアCPI）：106.2（前年同月比＋2.9％）

2024年４月19日公表



Ⅱ. 住宅市場
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１．住宅着工戸数（2024年３月）

8
資料：国土交通省「住宅着工統計」

・2024年３月の新設住宅着工戸数：64,265戸（前年同月比▲12.8％、10か月連続前年同月比マイナス）
持家16,637戸・前年同月比▲4.8％：28か月連続前年同月比マイナス、貸家28,204戸・前年同月比▲13.4％：２か月ぶり前年同月比マイナス、給与住宅235戸・前年同月比
▲58.8％：２か月ぶり前年同月比マイナス、分譲住宅19,189戸・前年同月比▲16.8％：３か月連続前年同月比マイナス（マンション8,977戸・前年同月比▲21.1％：３か月連続
前年同月比マイナス、戸建10,113戸：前年同月比▲12.7％：17か月連続前年同月比マイナス)

2024年４月30日公表
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前年同月比万戸 住宅着工戸数：利用関係別
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２．住宅着工戸数（2023年度）

資料：国土交通省「住宅着工統計」より作成

9

・2023年度の新設住宅着工戸数：80.0万戸（前年比▲7.1％）

2024年４月30日公表



©Japan Housing Finance Agency. All rights reserved.

（参考）住宅着工戸数：利用関係別の都道府県別実績（2023年度）

10
資料：「国土交通省「住宅着工統計」より作成

2024年４月30日公表
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３．不動産価格指数（2024年１月）
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資料：国土交通省「不動産価格指数」

・2024年１月の不動産価格指数（季節調整値）：（住宅総合）138.8(前月同月比＋1.3％)、住宅地：115.2(前月同月比＋0.3％)、戸
建：118.2(前月同月比＋0％)、マンション：197.9(前月同月比＋0.9％)

2024年４月30日公表
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４．建築費指数・建設資材物価指数（2024年1～３月）

資料：一般財団法人建設物価調査会「建築費指数」「建設資材物価指数」をより作成

12

・ 2024年１～３月（速報ベース）の建築費指数（平均値）：
集合住宅RC（鉄筋コンクリート）128.6、集合住宅S（鉄骨造）132.7、住宅W（木造）135.0

・ 2024年１～３月の建設資材物価指数（平均値）：
住宅SRC・RC（鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造）141.7、住宅W（木造）132.2

2024年４月10日公表
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５．有効求人倍率（2023年度）

・2023年度の有効求人倍率（全体）： 1.29倍（前年比▲0.02ポイント）
・建設関係についてみると、いずれも全体の水準を上回り、引き続き高水準で推移している。

13

2024年４月30日公表

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況」
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６．首都圏新築マンション（2024年３月）①新規発売

・2024年３月の新規発売戸数：2,451戸（前年同月比＋0.5％、２か月ぶり前年同月比プラス）
(首都圏の調査対象地域は東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の１都３県をいう。以下同じ。)

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」

2024年４月18日公表
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６．首都圏新築マンション（2024年３月）②契約状況

・2024年３月の発売月契約率：72.1％（２か月ぶりに70％超え）
（地域別契約率）23区78.2％、都下43.1％、神奈川71.5％、埼玉65.9％、千葉75.8％

（参考） １．全売却戸数＝新規発売分売却戸数＋前月繰越分売却戸数

２．全契約率＝全売却戸数÷（新規発売戸数＋前月末繰越戸数）

３．発売月契約率＝新規発売分売却戸数÷新規発売戸数

2024年４月18日公表

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」
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６．首都圏新築マンション（2024年３月）③在庫状況

・2024年３月の全残戸数（全在庫＝販売在庫）：5,665戸（うち完成在庫：3,058戸）
・2024年３月の在庫月数：直近１年間の平均売却戸数の2.58か月分に相当

2024年４月18日公表

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」
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６．首都圏マンション（2024年３月）④平均価格

・2024年３月の平均価格：
（㎡単価）113.5万円/㎡（前年同月比▲43.2％、13か月ぶり前年同月比マイナス） cf.中古75.88㎡万円/㎡
（平均価格）7,623万円（前年同月比▲46.9％ 、5か月ぶり前年同月比マイナス） cf.中古4,821万円

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、(公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch」

2024年４月18日公表
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７．近畿圏新築マンション（2024年３月）①新規発売

・2024年３月の新規発売戸数：1,448戸（前年同月比＋1.7％、4か月連続で前年同月比プラス）
(近畿圏の調査対象地域は大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県の２府４県をいう。以下同じ。)

資料：㈱不動産経済研究所「近畿圏新築分譲マンション市場動向」

2024年４月18日公表
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７．近畿圏新築マンション（2024年３月）②契約状況

・ 2024年３月の発売月契約率：82.2％
（地域別契約率）大阪市部84.8％､大阪府下81.5％､神戸市部84.6％、兵庫県下86.6％､京都市部86.1％、京都府下80.0％

奈良県74.1％、滋賀県45.5％、和歌山県27.3％

（参考） １．全売却戸数＝新規発売分売却戸数＋前月繰越分売却戸数

２．全契約率＝全売却戸数÷（新規発売戸数＋前月末繰越戸数）

３．発売月契約率＝新規発売分売却戸数÷新規発売戸数

2024年４月18日公表

資料：㈱不動産経済研究所「近畿圏新築分譲マンション市場動向」
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７．近畿圏新築マンション（2024年３月）③在庫状況

・2024年３月の全残戸数（全在庫=販売在庫）：2,758戸（21か月連続前年同月比マイナス）
・2024年３月の在庫月数：直近１年間の平均売却戸数の2.01か月分に相当

2024年４月18日公表

資料：㈱不動産経済研究所「近畿圏新築分譲マンション市場動向」
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７．近畿圏マンション（2024年３月）④平均価格

・2024年３月の平均価格：
（㎡単価）86.4万円/㎡（前年同月比＋14.7％、５か月連続前年同月比プラス） cf.中古44.21万円/㎡
（平均価格）5,037万円（前年同月比＋7.1％、５か月連続前年同月比プラス） cf.中古3,034万円

資料：㈱不動産経済研究所「近畿圏新築分譲マンション市場動向」、（公財）近畿不動産流通機構「マンスリーレポート」

2024年４月18日公表
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８．新築マンションの価格推移（2023年度）

・2023年度の新築マンションの平均価格：
（首都圏）7,560万円（前年比＋8.0％）
（近畿圏）5,091万円（前年比＋8.4％） ※各月平均価格の算術平均値

2024年４月18日公表

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、「近畿圏新築分譲マンション市場動向」より作成
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９．新築マンションの取引量推移（2023年度）

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、「近畿圏新築分譲マンション市場動向」より作成

2024年４月18日公表

・2023年度の新築マンションの取引量（全売却戸数）：
（首都圏）26,322戸（前年比▲10.2％）
（近畿圏）16,506戸（前年比▲5.6％）
（首都圏＋近畿圏）42,828戸（前年比▲8.5％）

（戸数）

（年度）
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10．首都圏中古マンション（2024年３月）

資料： (公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch」

・2024年３月の成約件数：3,810件（前年同月比＋10.7％、10か月連続前年同月比プラス）
・2024年３月の平均価格：4,821万円（前年同月比＋8.6％、46か月連続前年同月比プラス）

（㎡単価）75.88万円/㎡（前年同月比＋8.7％、47か月連続前年同月比プラス）

2024年４月10日公表

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 前年比
年度 37,172 37,601 37,912 37,049 37,828 35,381 36,595 3.4%

４-３月 37,172 37,601 37,912 37,049 37,828 35,381 36,595 3.4%
月平均 3,098 3,133 3,159 3,087 3,152 2,948 3,050
暦年 37,329 37,217 38,109 35,825 39,812 35,429 35,987 1.6%

１-12月 37,329 37,217 38,109 35,825 39,812 35,429 35,987 1.6%
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11．近畿圏中古マンション（2024年３月）

・2024年３月の成約件数：1,797件（前年同月比＋10.7％、２か月ぶり前年同月比プラス）
・2024年３月の平均価格：3,034万円（前年同月比＋8.9％、９か月連続前年同月比プラス）

（㎡単価）44.21万円/㎡（前年同月比＋7.5％、９か月連続前年同月比プラス）

資料： (公社)近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」

2024年4月10日公表

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 前年比
年度 16,663 17,236 17,128 16,432 16,942 16,613 16,547 ▲0.4%

４-３月 16,663 17,236 17,128 16,432 16,942 16,613 16,547 ▲0.4%
月平均 1,389 1,436 1,427 1,369 1,412 1,384 1,379
暦年 16,635 16,980 17,290 16,346 17,083 16,814 16,383 ▲2.6%

１-12月 16,681 17,051 17,190 16,285 17,295 16,589 16,383 ▲1.2%
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資料： (公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch 」

・2024年３月の成約件数：1,095件（前年同月比＋13.0％、４か月連続前年同月比プラス）
・2024年３月の成約価格：4,457万円（前年同月比＋7.6％、２か月ぶり前年同月比プラス）

12．首都圏中古戸建（2024年３月）

※所有権以外の物件、商業地域の物件、都市計画区域外、未線引区域等の物件を除く。

2024年４月10日公表

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 前年比
年度 10,412 10,717 10,828 11,838 12,298 10,741 10,768 0.3%

４-３月 10,412 10,717 10,828 11,838 12,298 10,741 10,768 0.3%
月平均 868 893 902 987 1,025 895 897
暦年 10,583 10,564 10,812 11,037 12,991 11,006 10,547 ▲4.2%

１-12月 10,583 10,564 10,812 11,037 12,991 11,006 10,547 ▲4.2%
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13．近畿圏中古戸建（2024年３月）

・2024年３月の成約件数：1,202件（前年同月比＋23.7％、11か月連続前年同月比プラス）
・2024年３月の成約価格：2,410万円（前年同月比＋2.0％、２か月ぶり前年同月比プラス）

資料： (公社)近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」

2024年４月10日公表

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 前年比

年度 9,971 9,930 10,556 10,257 10,348 10,234 11,195 9.4%
４-３月 9,971 9,930 10,556 10,257 10,348 10,234 11,195 9.4%
月平均 831 828 880 855 862 853 933
暦年 9,863 9,908 10,338 10,306 10,580 10,194 10,672 4.7%

１-12月 9,863 9,908 10,338 10,306 10,580 10,194 10,672 4.7%
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14．中古マンションの価格推移（2023年度）
2024年４月10日公表

・2023年度の中古マンションの平均価格：
（首都圏）4,698万円（前年比＋8.2％）
（近畿圏）2,896万円（前年比＋7.2％） ※ 各月平均価格の算術平均値

（万円）

（年度）

資料： (公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch」、(公社)近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」より作成
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15．中古マンションの取引量推移（2023年度）

資料： (公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch」、(公社)近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」より作成

2024年４月10日公表

・2023年度の中古マンションの取引量（成約件数）：
（首都圏）36,595戸（前年比＋3.4％ ）、
（近畿圏）16,547戸（前年比▲0.4％）
（首都圏＋近畿圏）53,142戸（前年比＋2.2％）

（戸数）

（年度）
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（参考）新築マンションと中古マンションの取引量比較（2023年度）
2024年４月18日公表

・2019年度以降、中古マンションの取引量が新築マンションの取引量を上回る状況が続いている。

（戸数）

（年度）

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏新築分譲マンション市場動向」、「近畿圏新築分譲マンション市場動向」、 (公財)東日本不動産流通機構「月例速報Market Watch」、

(公社)近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」より作成

2018年度
新築マンション：54,926戸
中古マンション：54,837戸



Ⅲ. 金融市場・住宅ローン市場



©Japan Housing Finance Agency. All rights reserved. 32
資料：日本銀行「金融政策の枠組みの見直しについて」より作成

１．日本銀行 金融政策決定会合（2024年３月18日・19日）

＜金融政策決定会合のポイント＞
（１）金融市場調節方針

無担保コールレート（オーバーナイト物）を、０～０.１％程度で推移するよう促す。
（２）長期国債の買入れ

これまでと概ね同程度の金額で長期国債の買入れを継続する。長期金利が急激に上昇する場合には、毎月の買入れ予定額に
かかわらず、機動的に、買入れ額の増額や指値オペ、共通担保資金供給オペなどを実施する。

（３）長期国債以外の資産の買入れ
①ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、新規の買入れを終了する。
②ＣＰ等および社債等について、買入れ額を段階的に減額し、１年後をめどに買入れを終了する。

（参考）金融政策の枠組みの見直しの考え方
○最近のデータやヒアリング情報から、賃金と物価の好循環の強まりが確認されてきており、先行き、「展望レポート」の見通し期間終盤にかけて、
２％の「物価安定の目標」が持続的・安定的に実現していくことが見通せる状況に至ったと判断。マイナス金利政策やイールドカーブ・コントロールなど
の大規模な金融緩和は、その役割を果たしたと考えている。
○引き続き「物価安定の目標」のもとで、その持続的・安定的な実現という観点から、短期金利の操作を主たる政策手段として、経済・物価・金融情勢
に応じて適切に金融政策を運営する。現時点の経済・物価見通しを前提にすれば、当面、緩和的な金融環境が継続すると考えている。

※金融政策の枠組みを見直し
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２．日本銀行 金融政策決定会合（2024年４月25日・26日）

＜総裁記者会見（抜粋）＞

○利上げの判断を見送った理由について

「基調的物価上昇率はまだ2[％]を下回っているというふうに考えていますので、緩和的な金融環境、現実的には今のところは0
～0.1％という短期金利の水準が適当であるというふうに考えているということです。」

○国債の買入れ減額の時期について

「国債の買いオペについて、国会等でもあるいは前回の記者会見でも、将来どこかの時点で減額ということを視野に入れている
ということを申し上げてきました。その点は今でも同じ考えでありますし、残念ながら今、具体的にいつの時点でということを申し
上げられる段階ではありません。」

○政策金利引き上げの時期について

「先行き、基調的な物価上昇率が見通しに沿って2％に向けて上昇していけば、政策金利を引き上げ、金融緩和度合いを調整し
ていくことになると考えています。更に、経済・物価見通し、リスクが上振れする場合も、政策変更の理由となると考えています。」

○現状の円安についての影響について

「為替との関係で申し上げますと、まず、金融政策は、為替レートを直接コントロールの対象とするものではありません。しかし、い
つも申し上げていますように、為替レートの変動は、経済・物価に場合によっては影響を及ぼす重要な要因の一つになります。仮
に、おっしゃられてきましたような基調的な物価上昇率に、無視し得ない影響が発生するということであれば、金融政策上の考慮
あるいは判断材料となるというふうに考えます。」

○住宅ローンへの影響について

「実質賃金がまだ弱い動きが消費にどういう影響を与えるか、あるいは金利を仮にここから上げていった場合に、住宅ローンの
返済金額が上昇して、これもまた消費に、その辺は当然、今後仮に利上げをするという意思決定をする場合には十分確認しつ
つ、その決定をしていくということになると思います。」

＜金融政策決定会合のポイント＞
（１）金融市場調節方針

無担保コールレート（オーバーナイト物）を、０～０.１％程度で推移するよう促す。
（２）その他

長期国債およびＣＰ等・社債等の買入れについては、2024 年３月の金融政策決定会合において決定された方針に沿って実施する。

※金融政策の変更なし

資料：日本銀行「当面の金融政策運営について」「総裁定例記者会見」より作成
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＜経済・物価情勢の展望（抜粋）＞

・先行きのわが国経済を展望すると、海外経済が緩やかに成長していくもとで、緩和的な金融環境などを背景に、所得から支出への前向き

の循環メカニズムが徐々に強まることから、潜在成長率を上回る成長を続けると考えられる。

・物価の先行きを展望すると、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、2024 年度に２％台後半となったあと、2025 年度および2026 年度

は、概ね２％程度で推移すると予想される。既往の輸入物価上昇を起点とする価格転嫁の影響が減衰する一方、2025 年度にかけては、

このところの原油価格上昇の影響や政府による経済対策の反動が前年比を押し上げる方向に作用すると考えられる。この間、消費者物

価の基調的な上昇率は、マクロ的な需給ギャップの改善に加え、賃金と物価の好循環が引き続き強まり中長期的な予想物価上昇率が上

昇していくことから、徐々に高まっていくと予想され、見通し期間後半には「物価安定の目標」と概ね整合的な水準で推移すると考えられ

る。

２．日本銀行 金融政策決定会合（2024年４月25日・26日）

（政策委員の経済・物価見通しとリスク評価）
実質ＧＤＰ 消費者物価指数（コアCPI）

年度 2023年7月 10月 2024年１月 ４月

2023 +2.5% +2.8% +2.8% +2.8%

2024 +1.9% +2.8% +2.4% +2.8%

2025 +1.6% +1.7% +1.8% +1.9%

2026 - - - +1.9%

（参考）コアCPIの見通し（展望レポートの変遷）

資料：日本銀行「経済・物価情勢の展望（2024年4月）」より作成

+2.8% +2.8%

+1.9% +1.9%

（いずれも中央値）

+1.3%

+0.8% +1.0% +1.0%

（いずれも中央値）
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資料：各国中央銀行ホームページより作成

（参考）主要国の政策金利の推移

5.50%
5.25%

4.50%

0.1%

【米国】 （5/１）FRBはFOMCで、FF金利の誘導目標を5.25％～5.50％に据え置き
【欧州】 （4/11）ECBは政策理事会で、主要リファイナンス・オペ金利を4.50％に据え置き
【日本】 （4/26）BOJは金融政策決定会合で、無担保コール翌日物金利の誘導目標を0～0.1％程度に据え置き
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資料：日本銀行「時系列統計データ 検索サイト」

（参考）為替相場の推移（直近1年）
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資料：財務省「国債金利情報」

３．長期金利(10年国債流通利回り)の推移（直近10年）

・2024年５月１日時点の10年国債流通利回りは0.898％

2024/5/1
0.898%
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４．住宅ローン金利の推移（直近10年）

資料：住宅金融支援機構調べ

38

・2024年５月適用分
・フラット３５の最低・最多金利：年1.830％（前月比＋0.01％ ）
・10年固定期間選択型の平均金利 （主要行平均、優遇後）：年1.542％（前月比＋0.154％）
・変動金利型の平均金利（主要行平均、優遇後）：年0.375％（前月から変わらず）
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５．金融政策の見通し（2024年末、2025年末）

資料：(公社)日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」を基に作成

・ESPフォーキャスト調査（2024年４月）における政策金利（無担保コール翌日物）の見通し（中央値）
2024年末： 「0.2％～0.3％未満」 2025年末： 「0.4％～0.5％未満」

■政策金利（無担保コール翌日物）の見通し ※回答期間：3/28～4/4 公表日：4/10

2024年４月10日公表


